
機密性2

行政書士業務9 再 就 職 先 の 業 務 内 容

10再就職先にお ける 地位 事業主

■無口有11 求 職 の 承 認 の 有 無

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106
条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の援助
の有無

口有 ■無

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定す
る組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

(|止記援助がなかった場合）

I ’
(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。

2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。



●
(別紙様式第］0）

管理職職員であった者が再就職した場合の届

(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）
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〃ウンセ,グンゾー

スブールカウン杉ラー

9 再 就 職 先 の 業 務 内 容

10再就職先における地位

11求 職 の 承 認 の 有 無

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

呵無口有

田無口有

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

(U記援助がなかった場合）

1
(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 口のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。

●

h



機密性2

(別紙様式第10）

管理職職員であった者が再就職した場合の届出
(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

’
最 高 裁 判 所 御中

住 所｜
’ ’

氏 名 河 端 英 也

電話番号｜

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定により，
次のとおり届け出ます。

1 （ふ り が な）

氏 名

(かわばた ひでや）

河 端 英 也

；2 生 年 月

面
■
一

3 離 職 時 の 官 職 釧路地方裁判所民事首席書記官

年 月 日

（口離職前の求職開始日がなかった場合）

4 離 職 前 の 求 職 開 始 日

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

所属･ 官職 在職期間 職務内容

自
至

年
年

月
月

口
■
一
百
■
一

自
至

年
年

月
月

■

■
＝

日

自
至

年
年

月
月

日
日

自
至

年
年

月
月

日
日

6 離 職

日
日

１３
１

月
月

３
６

年
年

５
６

日
日

手
下

｝
不

〈
祠

今
祠

日

7 再 就 職 日

再就職先の名称：合同会社ASH

再就職先の連絡先:｜_
8 再就職先の名称及び連絡先



機密性2

法律事務所業務

事務職員

9 再 就 職 先 の 業 務 内 容

10再就職先における地位

■無口有11求 職 の 承 認 の 有 無

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

■無口有

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

（■上記援助がなかった場合）

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称

、

援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。

「
Ｊ
Ｆ
Ｌ



電 話 聴 取 書

日 時

発話者

受話者

令和6年6月26日（水） 午後1時50分

元釧路地方裁判所民事首席書記官 河 端 英 也

釧路家庭裁判所総務課長 東 森 美矢子

聴 取 内 容

先日提出した’ 肘け｢管理職職員であった者が再就職した場合の届出」につき、以下
のとおり補足してご連絡します。

○ 「4 離職前の求職開始日」について

離職前の求職開始日はありません。



機密性2

(別紙様式第10)

管理職職員であった者が再就職した場合の届出

(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

最 裁 判 所 御中古
｢両］

住 所

氏 名

電話番号

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定により
次のとおり届け出ます。

’
1 （ふ り が な）

氏 名

2 生 年 月 日

神跡庭急剃祁嶺房雄織揃調硅3 離 職 時 の 官 職

月年 日

（回離職前の求職開始日がなかった場合）
4 離 職 前 の 求 職 開 始日

5 離職前の求l朧開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

所属・官職 在職期間 職務内容

自

至

年
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8 再就職先の名称及び連絡先
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機密性2

容I端舟9 再就職先の業務内

ﾊｰ|-ﾀﾞｲﾑ職亘10再就職先における地位

11求 職 の 承 認 の 有 無 口有 回無

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

圃無口有

ノ

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

(' 昼記援助がなかった場合）
｜
’ ｜

’

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

口
(記載上の注意）

1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。



機密性2

管理職職員であった者が再就職した場合の届出
(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

最 高 裁 判 所 御中

住所’
氏 名 中 里 茂

電話番号｜
裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定により，

次のとおり届け出ます。

1 （ふ り が な）

氏 名

しげる

茂

なかさと

中 里

’2 生 年 月 日
一

首席家庭裁判所調査官3 離 職 時 の 官 職

年 月 日

（囮離職前の求職開始日がなかった場合）
4 離 職 前 の 求 職 開 始 日

5 離職前の求職開始日から離職日までの問の職員としての在職状況及び職務内容

職務内容在職期間所属・官職

年
年

自
至

月
月

日
日

白
口
奉
エ

年
年

月
月

■
■
一
面
■
一

自
至

年
年

月
月

日
日

自
至

年
年

月
月

日
日

令和6年3月31日職6 離

目

7 再 就 職 日 令和6年7月1日

再就職先の名称： 福島家庭裁判所

再就職先の連絡先:｜

家事事件・少年事件調査

8 再就職先の名称及び連絡先

9 再 就 職 先 の 業 務 内 容



機密性2

’
1

1 家庭裁判所調査官10 再就職先にお ける地位

11 求 職 の 承 認 の 有 無 口有 囮無

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

口有 団無

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

（■上記援助がなかった場合）

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容援助の内容

(記載上の注意）
1 口のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。

2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。



機密性2

(別紙様式第10）

管理職職員であった者が再就職した場合の届出
(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

最 高 裁 判 所 御中

’住 所

氏 名 中 島 健 司

電話番号’ ｜
裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定によ
り，次のとおり届け出ます。

1 （ふ り が な）

氏 名

なかしま けんじ

中 島 健 司

年
日2 生 月

昭和40年3月16日

裁判所事務官（事務局次長）3 離 職 時 の 官 職

令和6年4月11日

4 離職前の求職開始日
(口離職前の求職開始日がなかった場合）

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

職務内容在職期間所属・官職

令和6年4月11日

令和6年7月30日

自
至広島高等裁判所

裁判所事務官（事務局次長）
司法行政事務（管理職業務）

自
至

年
年

月
月

｜
■
■
一
百
■
一

自
至

年
年

月
月

■

■
一

日

年
年

自
至

月
月

日
日

令和6年7月30日職6 離

｜■■一

令和6年8月1日7 再 就 職 日

再就職先の名称：広島簡易裁判所

8 再就職先の名称及び連絡先

’再就職先の連絡先



機密性2

裁判事務9 再 就 職 先 の 業 務 内 容

簡易裁判所判事10 再就職先における地位

11求 職 の 承 認 の 有 無 口有 田無

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

口有 図無

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

（ロ記援助がなかった場合）
(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）

1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。



機密性2

(別紙様式第10）

管理職職員であった者が再就職した場合の届出

(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

最 高 裁 判 所 御中

住 所

氏 名 兒 玉 修 之

’ ’電話番号

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定によ
り，次のとおり届け出ます。

1 （ふ り が な）

氏 名

こだま

兒 玉

よしゆき

修 之

月

年
日2 生 昭和40年3月3日

刑事首席書記官3 離 職 時 の 官 職

令和5年11月14日

4 離 職 前 の 求 職 開 始 日
(口離職前の求職開始日がなかった場合）

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

職務内容在職期間所属・官職

令和5年11月14日

令和6年7月30日

自
至 書記官事務（管理職業務）広島高等裁判所・刑事首席書記官

年
年

月
月

日
一
Ｒ
［

目
至
自
至

年
年

月
月

”
■
二
百
■
一

自
至

年
年

月
月

宮
■
■
一
百
■
一

令和6年7月30日職6 離

｜■■一

令和6年8月1日

再就職先の名称：広島簡易裁判所

再就職先の連絡先:’

7 再 就 職 日

8 再就職先の名称及び連絡先

’



機密性2

裁判事務9 再 就 職 先 の 業 務 内 容

簡易裁判所判事10再就職先における地位

口有11求 職 の 承 認 の 有 無 因無

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

田無口有

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

（■上記援助がなかった場合）

’(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。



機密性2

(別紙様式第10）

管理職職員であった者が再就職した場合の届出
(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

最 高 裁 判 所 御中

住所｜
氏 名 住 澤 達 司

電話番号｜
裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定によ
り，：次のとおり届け出ます。

1 （ふ り が な）

氏 名

(すみざわ
住 澤

たつし）
達 司

1

2 生

年
日 月

昭和 39 年 5 月 11 日

仙台高等裁判所事務局次長

令和 6 年 4 月 16 日

（口離職前の求職開始日がなかった場合）

3 雛 職 時 の 官 職

4 離職前 の 求職開始日

5離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

職務内容在職期間所属・官職

司法行政事務

日
日

６
０

１
．
３

月
月

４
７

年
年

６
６

和
和

令
令

自
至仙台高等裁判所

事務局次長

月
月

自
至

年
年

｜
■
■
一
百
■
二

年
年

｛
日
電

月
‐
月

日
日

自
至

年
年

月
月

日
日

令和 6 年 7 月 30 日
胃一一

令和 6 年 8 月 1 日

再就職先の名称：仙台簡易裁判所
一一一弓一 ．

再就職先の連絡先;’

職6 離

画
■
一

7 再 就 職 日

8 再就職先の名称及び連絡先



機密性2

11

裁判事務

簡易裁判所判事

9 再 就 職 先 の 業 務 内 容

10再就職先における地位

■無口有11求 職 の 承 認 の 有 無

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無 、

口有 ■無

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

（即記援助がなかった場合）

（ふ り が な）
援助の内容

援助者の氏名又は名称 ’
(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

１
Ｉ
ｌ
ｌ
Ｉ
４
１
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｒ
‐
，
ｌ
ｈ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｌ

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する口の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。

I

（



1

●
機密性2

(別紙様式第10）

管理職職員であった者が再就職した場合の届出
(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

最 高 裁 判 所 御中

’
住 所

氏 名 秋 元 学

電話番号｜

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定によ り，
次のとおり届け出ます。

1 （ふ り が な）

氏 名

2 生 年 月 日

塗
兀 まなぶ

礎
秋

学
'’

昭和40年3月5日

福島地方裁判所事務局長

令和6年1月15日

（口離職前の求職開始日がなかった場合）

3 離 職 時 の 官 職

4 離 職 前 の 求 職開 始日

離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

｜ _在職期間 1 職務内容所属？官職

福島地方裁半||所 ■■■■｜自 令和6年1月15日｜｜司法行政事務

5

職務内容在職期間所属？官職
I

司法行政事務自 令和6年1月15日

至 令和6年7月30日

福島地方裁判所

事務局長 自
至

年
年

月
月

言
一

日

年
年

自
至

月
月

日
日

年
年

自
至

月
月

■■

,■
一

日

日一日職

職

就

離
再

一一６
７

令和6年7月30日

令和6年8月1日

再就職先の名称：仙台簡易裁判所
… 一三

再就織先の連絡先:’

I

8 再就職先の名称及び連絡先

’



I機密性2

裁判業務9 再 就 職 先 の 業 務 内 容

簡易裁判所裁判官10 再就職先にお ける地位

【1

11求 職 の 承 認 の 有 無 口有 ■無

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
‘~6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

口有 ■無

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

(■上記援助がなかった場合）

’
’(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

I

’

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。

ﾛﾛ



ED
機密性2

(別紙様式第10)

管理職職員であった者が再就職した場合の届出

(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）一一最 高 裁 判 所 御中

|1§所|■■
氏 名清家f11人

電話番号■■

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定によ
り，次のとおり届け出ます。

1 （ふ り が な）

氏 名

かずと

和 人

け
家

、↓

せ
清

年
日

fl
ワ
ー

ll
昭『'139年91128H

民事首席書記'白3 雛 職 時 の ’'1ﾄﾞ 職

令fⅡ5ｲ121111 13｢I

（口離職前の求職開始Hがなかった場合）

4 雌 職 前‘ﾉ）求 職|州 始｜ ’

5 離職前の求職|汁|始||から離職|:|までの|川の職員としての在職状況及び職務内容

「 「,｢届.官職 在職期INI 職務内容在職期間 職務|ﾉ､l容｢ﾘ『属・官職

n､FII511=l l j1 l3 1:1

令f1 16年711 3011

'1｜

韮
普証Fいl1務（楴理職業務）腫烏尚笄殿1411 1ﾘ「・民rll: 1\'- 1,1i'i fl"LL '| :1

|#｜

兼

１
１

１
１

１
１

ノ
ー

ノ
ー

１
１

ﾄ |

全

Ｉ
ｌ

Ｊ
ｌ

ノ
ー

１
１

１
！

Ｈ
日

ｲI乱
ノT－

1F

１
１

Ｉ
Ｉ

１
１
１
１
１
１
１
イ

'1

爺

令和6<F7 1I 3()ll職6 帥 II

令和6ｨ |=8 11 1 1-|
』-1．． Ⅱ.hl：
I沈 ’'1Ⅸ |’7 11j

|=1}就職先の名称：広島簡易裁判所

8 111:就職先の名称及び連絡先

’
iV就職先の連絡先

■P



▲
裁判事務務 内 容

簡易裁判所判事る地位

無 口有 口無の 有11求 職 の 承 認

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

口有 図無

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

（■上記援助がなかった場合）

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

I

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。

ｎ



(別紙様式第10)

管理職職員であった者が再就職した場合の届出

(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

最 高 裁 判 所 御中

住 所■■■

氏 名 東 孝賢

電話番号■■■

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定により，次のとおり
届け出ます。

1 （ふ り が な）

氏 名

たかまさ

孝 賢

ひがし

東

昭和40年2月9日2 生 年 月
'■■

|旦

事務局長3 離 職 時 の 官 職

令和5年11月8日

(口離職前の求職開始日がなかった場合）

4 離 職 前 の 求 職 開 始 日

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

在職期間 職務内容所属・官職

日
日

８
鋤

月
月

ｕ
７

年
年

５
６

和
和

〈
祠
く
わ

自
至

司法行政事務福岡地方裁判所

事務局長

自
至

年
年

月
月

■
■
一

面
■
一

ロ
ロ
奉
圭

年
年

月
月

｜■■一
両■一

向
口
奉
土

年
年

月
月

■■一
面■一

令和6年7月30日6 離 職

｜■■一

令和6年8月1日7 再 就 職

■
■
一

再就職先の名称：福岡簡易裁判所

8 再就職先の名称及び連絡先

’再就職先の連絡先



9 再 就 職 先 の 業 務 内 容 裁判事務

10 再 就 職 先 に お け る 地 位 簡易裁判所判事

11 求 職 の 承 認 の 有 無 口有 図無

12 裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2
第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の援助の有無 口有 田無

13 裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定する組織によ
る離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

M|上記援助がなかった場合）
'

1(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容援助の内容

(記載上の注意）

1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。

2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容については，離職前の
求職開始日があった場合に記載すること。



機密性2

(別紙様式第10)

管理職職員であった者が再就職した場合の届出
(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

最 高 裁 判 所 御中

住 所｜
氏 名 堀 士郎

電話番号’ ｜

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定により，
次のとおり届け出ます。

1 （ふ り が な）

氏 名

ほり しろう

堀 士郎

昭和39年3月24日2 生 年 月

｜■■一

3 離 職 時 の 官 職 裁判所書記官

令和5年11月6日

4 離 職 前 の 求 職 開 始 日

(口離職前の求職開始日がなかった場合）

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

在職期間 職務内容所属・官職

家庭裁判所における施策
の企画立案、職員の監督
家庭裁判所における施策
の企画立案、職員の監督

福岡家庭裁判所家事首席
書記官

日
日

６
１

月
３

１
月

１
３

年
年

５
６

和
和

〈
祠
〈
祠

自
至

福岡地方裁判所小倉支部
裁判所書記官

日
日

１
０

月
３

４
月

年
７
６
年

和
６

令
和〈わ

自
至 裁判補助事務裁判補助事務

年
年

自
至

月
月

｜
■
■
一
一
■
■
一

自
至

年
年

月
月

日
日

日０
日

３
１

月
月

７
８

年
年

６
６

和
和

令
令

職6 離

■■一

7 再 就 職

■■一

再就職先の名称：福岡簡易裁判所

8 再就職先の名称及び連絡先

’再就職先の連絡先:’



機密性2

9 再 就 職 先 の 業 務 内 容 裁判事務

簡易裁判所判事10再就職先における地位

11 求 職 の 承 認 の 有 無 口有 国無

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の

援助の有無
口有 田無

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

(|止記援助がなかった場合）

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。

2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。



(別紙様式第10）

管理職職員であった者が再就職した場合の届出

(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

最 高 裁 判 所 御中

’住 所

氏 名川崎 健治

電話番号ﾛ■■■■■

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定により，次のとおり
届け出ます。

1 （ふ り が な）

氏 名

かわさき

川崎

けんじ

健治

昭和44年3月6日2 生 年 月
■
■
一

首席書記官3 離 職 時 の 官 職

令和5年11月14日

(口離職前の求職開始日がなかった場合）

4 離 職 前 の 求 職 開 始 日

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

在職期間所属・官職 職務内容

日
日

４
０

１
３

月
月

ｕ
７

年
年

５
６

和
和

〈
ロ
〈
や

自
至

佐賀家庭裁判所

首席書記官

裁半|｣事務

ロ
ロ
幸
エ

年
年

月
月

日
日

自
至

年
年

月
月

日
日

自
至

年
年

月
月

日
日

令和6年7月30日職6 離

｜■■』

令和6年8月1日7 再 就 職

■
■
一

再就職先の名称：福岡簡易裁判所

8 再就職先の名称及び連絡先

:J再就職先の連絡先



9 再 就 職 先 の 業 務 内 容 裁判事務

10 再 就 職 先 に お け る 地 位 簡易裁判所判事

11 求 職 の 承 の 有 無 口有認 田無

12 裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2
第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の援助の有無 口有 図無

13 裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定する組織によ
る離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

！｜上記援助がなかった場合）

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）

1 □のついた項目は該当す~る□の中にレ点を記入すること。

2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容については，離職前の
求職開始日があった場合に記載すること。



機密性2

(別紙様式第10)

管理職職員であった者が再就職した場合の届出
(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

最 高 裁 判 所 御中

住 所｜
氏 名 福 田 誠二郎

電話番号｜

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定によ
り，次のとおり届け出ます。

(ふくだせいじろう）

福 田 誠二郎

1 （ふ り が な）

氏 名

年
日2 生 月

昭和43年 10月 15日

首席書記官3 離 職 時 の 官 職

令和5年 11月 6日

（口離職前の求職開始日がなかった場合）

4 離 職 前 の 求 職開 始日

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

職務内容在職期間所属・官職

日
日

６
０

月
３

１
月

１
７

年
年

５
６

和
和

令
令

自
至大分家庭裁判所

首席書記官
首席書記官業務

白
目
幸
エ

年
年

月
月

日

日

自
至

年
年

月
月

面
■
一
百
■
一 r三

「
４「

ｒ
Ｌ

自
至

年
年

月
月

■!
■’
一

日

令和6年 7月 30日職 30日6 離 日

L 一令和6年7 再 就 職 8月 11国日

再就職先の名称：福岡簡易裁判所

8 再就職先の名称及び連絡先

再就職先の連絡先：’



機密性2

9 再 就 職 先 の 業 務 内 容 裁判事務

簡易裁判所判事10 再就職先 における地位

11求 職 の 承 認 の 有 無 口有 回無

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

回無口有

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

(n記援助がなかった場合）

｜
’

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。

0



機密性2 ▼

(別紙様式第10）

管理職職員であった者が再就職した場合の届出

(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

｜
|

’

最 高 裁 判 所 御中

住 所｜
氏 名 古 田 学

電話番号｜
裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定により，

次のとおり届け出ます。

1 （ふ り が な）

氏 名

ふるた まなぶ

古 田 学

2 生 年 月 昭和40年6月24日

■■一

家事首席書記官3 離 職 時 の 官 職

令和5年11月15日

4 離 職 前 の 求 職 開 始 日

(口離職前の求職開始日がなかった場合）

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

所属・官職 職務内容在職期間

名古屋家庭裁判所

家事首席書記官

自
至

日
日

５
０

１
３

月
月

１
１

－
Ｊ

ｌ年
年

５
６

日
日

下
ｆ

〈
祠
〈
祠

家事事件担当職員の一般執務
の指導監督等

白
］
至

年
年

月
月

日
日

自
至

年
年

月
月

日
日

自
至

年
年

月
月

目
.■■

■

■
I■■■

令和6年7月30日6 離 職

■
■
一

令和6年8月1日7 再 就 職 日

再就職先の名称：名古屋簡易裁判所

8 再就職先の名称及び連絡先

再就職先の連絡先



機密性2

裁判事務9 再 就 職 先 の 業 務 内 容

簡易裁判所判事10再就職先における地位

団無口有11求 職 の 承 認 の 有 無

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

M燕口有

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定す
る組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

(|［記援助がなかった場合）
(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 口のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
はi離職前の求職開始日があった場合に記載すること。

ノ

の



qp
機密性2

(別紙様式第10）

管理職職員であった者が再就職した場合の届出

(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

lll
最 高 裁 判 所 御中

住 所｜
氏 名 徳廿l淳二

電話番号｜
裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定によ
り，次のとおり届け出ます。

’

1 （ふ り が な)

氏 名

だ
１
１１

で
、
壷
心

と
↑

く

じゅんじ）

淳二

年
日

2 〃
日
′」

昭和'2年7月16日

3 離 職 時 の 官 幟 名古屋高裁次席耆記官

令和5年ll ll7H

(口離職前の求職開始日がなかった場合）

4 離 職 前 の 求 職 開 始 Ⅱ

5 離職前の求職開始Ⅲから離職'1までの間の職員としての在職状況及び職務|ﾉ､)容

所属・官職 在職期間 職務内容

商ﾉ没次牌i番記‘自.として前1,'i'i nl ':

務怖助、高裁刑郡部及び帯内
指導

燗古屋高等裁判所

次I,儒糯L』'白（刑旦|':.少年担当）

７
（
Ｕ

心
ｌ
刊
』

、
、
ノ

ｒ
，
ル
ノ

ｒ
・
ｑ

１
川

勺
１

－
Ｊ

〃
上

ノ
ー

５
６

１
１

ｌ
－

ｆ
ｆ

〈
Ⅷ
△
ｗ

自
至
自

至

１
１

１
１

１
Ｊ

Ⅱ

|- ’

ｌ
一
弐
二

傍
に

苓
立

年

年

月
＃

H

II

年
年

月

Ⅱ

目
系

－
１

令和6年7jl 30H6 雛 職 |I

合fⅡ6年8月IH就 職 | I閂
ノ

イ

ー

再就職先の名称：名i-li-屋簡易裁判所

8 再就職先の半,称及び連絡先

再就職先の述絡先：’ ｜’

L



機密性2

裁判関連業務9 再 就 職 先 の 業 務 内 容

10 再就職先における地位 簡易裁判所判事

■無無 口有の 有ll 求 職 の 承 認

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

口有 ■無

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
す~る組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

(|■上記援助がなかった場合）

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。

2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること



機密性2

(別紙様式第10）

管理職職員であった者が再就職した場合の届

(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

’
最 高 裁 判 所 御中

住 所｜
氏 名 北 川 法 文

電話番号｜

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定により
次のとおり届け出ます。

1 （ふ り が な）

氏 名

きたがわ のりふみ

北 川 法 文

2 生 年 月 昭和39年5月15日

目
一

3 離 職 時 の 官 職 札幌高等裁判所民事首席書記官

令和5年11月22日

(口離職前の求職開始日がなかった場合）

4 離 職 前 の 求 職 開 始 日

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

所属・官職 在職期間 職務内容

日
日

２
１

２
３

月
月

１
３

１

年
年

５
６

和
和

へ
祠
〈
祠

目
至

裁
書札 幌 地 方

民 事 首 席
判 所

記 官
裁判事務

日
日

１
０３

月
月

４
７

年
年

６
６

日
日

禾
禾

〈
祠
へ
祠

自
至

札 幌

民 事

高
首 等 裁 判 所

席 書 記 官
裁判事務裁判事務

自
至

年
年

月
月

■I

■
一

日

自
至

年
年

月
月

日
日

令和6年 7月 30日6 離 職

■■一

7 再 就 職 日 令和6年 8月 1日

再就職先の名称：札幌簡易裁判所

8 再就職先の名称及び連絡先

再就職先の連絡先

』



機密性2

国家公務9 再 就 職 先 の 業 務 内 容

10 再就職先にお ける 地位 簡易裁判所判事

11 求 職 の 承 認 の 有 無 口有 田無

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

口有 田無

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

!’上記援助がなかった場合）

｜

’

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること

●



●
機密性2

（別紙様式第10)

管理職職員であった者が再就職した場合の届出

（裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第1 06条の24第2項関連）一■
最 高 裁 判 所 御中

住 所|■■

氏 名 小池仁美

電話番号

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定により
次のとおり届け出ます。

1 （ふ り が な）

氏 名

(こいけ

小 池

ひとみ）

仁 美

2 生 年 月 昭和39年6月4日

面■一

3 離 職 時 の 官 職 札幌地方裁判所事務局長

令和5年11月22日

(口離職前の求職開始日がなかった場合）

4 離 職 前 の 求 職 開 始 日

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

所属・官職 在職期間 職務内容

札幌地方裁判所

事務局長

自 令和5年11月22日

至 令和6年7月30日

司法行政事務

白
目
幸
エ

年
年

月
月

日
日

自
至

年
年

月
月

日
日

自
至

年
年

月
月

眉
日

6 離 令和 6 年 7 月 30 B職 日

令和 6 年 8 月 1 日7 再 就 職 日

再就職先の名称：札幌簡易裁判所

8 再就職先の名称及び連絡先

’再就職先の連絡先:’

P



機密性2

国家公務9 再 就 職 先 の 業 務 内 容

簡易裁判所判事10 再就職先にお ける 地位

の 有 無 口有 図無11 求 職 の 承 認

12裁半|｣所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

口有 田無

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

(■上記援助がなかった場合）

援助の内容
(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。

●



機密性2

(別紙様式第10）

管理職職員であった者が再就職した場合の届出

(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

最 高 裁 判 所 御中

住 所｜
氏 名高橋 亨

電話番号｜
裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定により，

次のとおり届け出ます。

1 （ふ り が な）

氏 名

たかはし

高 橋

るお
亨

と

2 生 年 月 昭和40年8月29日日

3 離 職 時 の 官 職 裁判所事務官（大阪高裁事務局次長）

令和6年4月16日

(口離職前の求職開始日がなかった場合）

4 離 職 前 の 求 職 開 始 日

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

所属・官職 在職期間 職務内容

大 阪 高 等 裁 判 所

裁 判 所 事 務 官

自
至

日
日

６
０

１
３

月
月

４
７

年
年

６
６

和
和

〈
祠
〈
祠

司法行政事務

自
至

年
年

月
月

画
■
一
百
■
一

自
至

年
年

月
月

1■

■
一

日

年
年

自
至

月
月

目
日

令和6年7月30日6 離 職 日

7 再 就 職 令和6年8月1日己’

再就職先の名称：大阪簡易裁判所

8 再就職先の名称及び連絡先

再就職先の連絡先



機密性2

9 再 就 職 先 の 業 務 内 容 裁判事務

10 再就職先にお ける地位 裁判官

口有 ■無11 求 職 の 承 認 の 有 無

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

口有 ■無

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

（■上記援助がなかった場合）

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。



機密性2

(別紙様式第10）

管理職職員であった者が再就職した場合の届出
(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

|

’

最 高 裁 判 所 御中

住 所｜
氏 名 藤 原 治

電話番号｜
裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定により，

次のとおり届け出ます。

ふじわら おさむ

藤 原 治

1 （ふ り が な）

氏 名

昭和39年8月24日2 生 年 月 国

3 離 職 時 の 官 職 裁判所書記官

令和5年11月29日

4 離 職 前 の 求 職 開 始 日
(口離職前の求職開始日がなかった場合）

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

職務内容在職期間所属・官職

自 令和5年11月29日

至 令和6年7月30日

高
首

等 裁 判 所

席 書 記 官

大 阪

民 事

大阪高等裁判所民事部におけ
る管理監督業務

自
至

年
年

月
月

日
日

自
至

年
年

月
月

｜
ロ
■
二
百
■
一

自
至

年
年

月
月

｜
■
■
一
百
■
一

令和6年7月30日職6 離

■
■
一

令和6年8月1日

再就職先の名称：大阪簡易裁判所

再就職先の連絡先:’

7 再 就 職 日

8 再就職先の名称及び連絡先



機密性2

9 再 就 職 先 の 業 務 内 容 裁判事務

裁判官10再就職先における地位

の 有 無 口有 ■無11 求 職 の 承 認

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

口有 ■無

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

（■上記援助がなかった場合）

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。



機密性2

(別紙様式第10）

管理職職員であった者が再就職した場合の届出

(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

最 高 裁 判 所 御中

住 所

氏 名 藤本昌彦

電話番号｜
裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定により，

次のとおり届け出ます。

1 （ふ り が な）

氏 名

まさひこ

昌 彦

ふじもと

藤 本

昭和39年7月10日2 生 年 月 日

大阪高等裁判所刑事首席書記官3 離 職 時 の 官 職

令和5年11月22日

4 離 職 前 の 求 職 開 始 日

(口離職前の求職開始日がなかった場合）

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

所属・官職 在職期間 職務内容

日
日

２
０

２
３

月
月

１
７

１年
年

５
６

和
和

〈
祠
〈
祠

自
至

管理監督事務大阪高裁刑事首席書記官

自
至

年
年

月
月

日
日

白
口
奉
エ

年
年

月
月

画
■
一
百
■
一

白
目
率
エ

年
年

月
月

■
■
一
面
■
一

令和6年7月30日職6 離 日

令和6年8月1日7 再 就 職 日

再就職先の名称：大阪簡易裁判所

8 再就職先の名称及び連絡先

再就職先の連絡先



機密性2

司法裁判事務9 再 就 職 先 の 業 務 内 容

簡易裁判所裁判官10再就職先における地位

無 口有 国無11 求 職 の 承 認 の 有

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

田無口有

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

（■上記援助がなかった場合）

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。



機密性2

(別紙様式第10）

管理職職員であった者が再就職した場合の届出

(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）一
一最 高 裁 判 所 御中

住所’
氏 名 富 川 崇

電話番号｜

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定により，
次のとおり届け出ます。

1 （ふ り が な）

氏 名

とみかわ

富 川

たかし
馨
フ丁竜

2 生 年 月

日
昭和40年3月19日

3 離 職 時 の 官 職 民事首席書記官

令和5年11月29日

(口離職前の求職開始日がなかった場合）

4 離 職 前 の 求 職 開 始 日

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

職務内容在職期間所属・官職

自令和5年4月1日

至令和6年7月30日

管理業務方裁判所

席書記官

神
民

戸地

事首

自
至

年
年

月
月

目
星
日

年
年

自
至

月
月

日
皇
日

自
至

年
年

月
月

面
里

盲
屋

令和6年7月30日職6 離 日

令和6年8月1日7 再 就 職

ロ■一

再就職先の名称：大阪簡易裁判所

8 再就職先の名称及び連絡先

’'再就職先の連絡先：



機密性2

9 再 就 職 先 の 業 務 内 容 裁判事務

簡易裁判所判事10再就職先における地位

無 口有 ■無11求 職 の 承 認 の 有

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

■無口有

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

I 上記援助がなかった場合）

’(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。



機密性2

(別紙様式第10）

管理職職員であった者が再就職した場合の届出

(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

最 高 裁 判 所 御中

住 所

氏 名 岩本照章

電話番号｜

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定により，
次のとおり届け出ます。

1 （ふ り が な）

氏 名

いわもと てるあき

岩 本 照 章

2 生 年 月 昭和38年5月10日

■■一

3 離 職 時 の 官 職 堺簡易裁判所書記官

令和5年11月17日

4 離 職 前 の 求 職 開 始 日

(口離職前の求職開始日がなかった場合）

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

職務内容所属・官職 在職期間

自
至 令和5年4月1日

令和6年3月31日

大阪地方裁判所刑事首席書記官
司法行政事務

令和6年4月1日

令和6年7月30日

自
至堺簡易裁判所書記官

裁判事務

自
至

年
年

月
月

■
■
一
面
■
一

年
年

自
至

月
月

q■

■
＝

日

職 令和6年7月31日6 離 日

令和6年8月1日7 再 就 職 日

再就職先の名称：大阪簡易裁判所

8 再就職先の名称及び連絡先

’再就職先の連絡先



機密性2

裁判事務9 再 就 職 先 の 業 務 内 容

簡易裁判所判事10 再就職先における地位

11 求 職 の 承 認 の 有 無 口有 田無

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

口有 田無

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

■上記援助がなかった場合）

’(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

’

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。

2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。



【機密性2】

電 話 聴 取 書

聴取日時 令和6年9月17日（火）午前11時55分

相手方 大阪簡易裁判所判事 岩本 照章

聴取者 大阪地方裁判所人事課任用係長 榴野 美貴子

聴 取 内 容

先に提出した’ ｜付け｢管理職職員であった者が再就職した場合の
届出」と題する書面において、「6離職日」欄に、「令和6年7月31日」と記入

しましたが、正しくは「令和6年7月30日」であるため口頭で訂正します。

上以



機密性2

(別紙様式第10）

管理職職員であった者が再就職した場合の届出
､

(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

｜ ’
最 高 裁 判 所 御中

住 所｜
氏 名 遠 藤 恭 弘

電話番号｜

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定により，
次のとおり届け出ます。

1 （ふ り が な）

氏 名

やすひろ）
恭 弘

(えんどう

藤
、±

ス星

昭和38年11月12日2 生 年 月 日

事務局長3 離 職 時 の 官 職

令和5年11月20日

（口離職前の求職開始日がなかった場合）
4 離 職 前 の 求 職 開 始 日

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

在職期間 職務内容所属・官職

自
至

日
日

１
１３

月
月

４
３

年
年

５
６

和
和

〈
祠
〈
祠

事務職事務職大阪地方裁判所事務局長

自
至

年
年

月
月

日
日

自
口
奉
工

月
月

年
年

■
■
一
一
■
■
一

白
目
季
エ

年
年

月
月

｜
■
■
一
一
■
■
一

令和6年3月31日職6 離 日

令和6年8月1日7 再 就 職 日

再就職先の名称：大阪簡易裁判所

8 再就職先の名称及び連絡先

再就職先の連絡先:’



機密性2

9 再 就 職 先 の 業 務 内 容 裁判事務

10再就職先における地位 簡裁判事

11 求 職 の 承 認 の 有 無 口有 ■無

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

口有 ■無

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

(|吐記援助がなかった場合）
(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）

1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。



機密性2

(別紙様式第10)

管理職職員であった者が再就職した場合の届出

(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

舷 「冑 裁 1il1 1ﾘ「 御I|」

’
ノ 、 --一戸

1F ！~叩「
I ▲ ＝ ノ〃 P

氏 名

電話番号

'|1橘 章

裁判所幟員臨IIｷ措置法において唯川する|'1家公務員法第106条の2 -l"2項の規定により、
次のとおり届けIllます。

（ふ し） が な）

氏 ？！

なかばし

’'1橋

』
ｂ

きあ
な

‘） /’
一 一 四 {I l1 IIHfll 3 9年 511 81Iロ

3 雛 職 ll,'j (ハ '|"1. IWi( ｝淀111 1j}｢『1Y,iu'l｡1｡ (ji;t高殿訟廷IWi'i ,i"Ll :I:}. )

行ﾄ|16fII -lil :1()II

(口離職前(ﾉ )求職|冊|姑|｜がなかった場,'↑）

l 雛l幟iiI (/)求 職lWIAfr ll

5 雛l幟前のﾉk職|畔|始||から雛IWilllまで(/) lll1の職員としてのｲf職状況股び幟拷|Al'存

在職期IHI｢iirlfli ･官職 職拷|人l'が

ITfl1 6年-l11 3011

iTfll6年711 3()ll

殿､卜l1所!i}: r;d '|､I'(訟延i'11,'i'i # ,id

'-1

'1

全
段判匹|'務

ｒ
ｌ
Ｉ

１
４
０

ノ
ー

ノ
エ

１
１

１
１

ll

11

同
至

11 11
』 、

二'二

Ｔ
Ｉ
Ｉ

１
４
１

ノ
ー

ノ
ー

１
１

１
１

１
１

Ｉ
ペ
←
’

一
．
Ｆ
話
↓
１

１
号

年
去1＝

11~茜

年
去1＝

11~茜

１
１

１
１

１
１

１
１

H

系

'－1

系

l1

11

'1

11

ム
ト
ト
Ｌ

剛６ wr8.1

11戒 {TFI1 6年 711 3()|1■

枕 幟7 I1j {T FI1 6年 811 111|’

再就職先の7，称：’慢京簡易裁判所

81i7就職先の椚称及び連絡ｹl[

門:就職先ﾘ)連絡先



機密性2

裁判事務
一一一

簡易裁判所判事

9 再 就職 先 の 業 務 内 容

10再就職先にお ける地位

図無口有無11求 職 の の承 認 有

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の 田無口有

援助の有無

2項第3号に規定13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

（■上記援助がなかった場合）

援助の内容

|

’
|

’
(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

’
1

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について離職前の求職開始日から離職日までの間の職員とし．
は,離職前の求職開始日があった場合に記載すること。

●



機密性2

管理職職員であった者が再就職した場合の届出

(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

’
最 高 裁 判 所 御中

住 所

氏 名

電話番号

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定により、
次のとおり届け出ます。

1 （ふ り が な）

氏 名

"4D 39年 6月2』~日2 生 年 月

｜
目
一

穂鳥予一3 離 職 時 の 官 職

"､j-年ll月3o日
（口離職前の求職開始日がなかった場合）

4 離 職 前 の 求 職 開 始 日

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

在職期間所属・官職 職務内容

自餌1．J一年ﾊ月ぶり日
至劉､6年｢1月鈎日諾轆洲'『h職賊一 溌肺熱自

至

年
年

月
月

｜
■
且

盲
里 「一

「
I

L

自
至

年
年

月
月

日
日

自
至

自
至

年
年

年
年

月
月

月
月

■
■
』

面
■
一

■
■
』

面
■
一

－

"D6年『1月30日職6 離

｜■■』

自斗Dも年 8月 ｜日7 再 就 職

目
一

霜_南島鋤I) fh再就職先の名称

8 再就職先の名称及び連絡先

一
再就職先の連絡先

●



機密性2

ｂ
六

ゞつ一詞
坐や§

洲参沖
砺

9 再 就 職 先 の 業 務 内 容

漁爲鋤'肺\,壽
〃

10再就職先における地位

回無無 口有11求 職 の 承 認 の 有

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

|

'

M無口有

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定す
る組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

!■上記援助がなかった場合）
(ふ り が ‘な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての即

はく離職前の求職開始日があった場合に記載すること。
しての在職状況及び職務内容について

､

〆

ｎ



機密性2

(別紙様式第10）

管理職職員であった者が再就職した場合の届出

(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

最 高 裁 判 所 御中

住 所

氏 名

電話番号

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定によ
り，次のとおり届け出ます。

1 （ふ り が な）

氏 船

年
日牛

2 一
E

0年 舟 月 /r ll￥
／

“ネロ

?《 に手岬琳IF11僻肯瀞詫雇も3 離 職 時 の 宮 職

/§矛Iz5－年 /2月 ／｜’

（口離職前の求職開始||がなかった場合）

離 職 前 の 求 職 開 始卜’｣I

5 離職前の求職開始Hから離職|｜までの間の職員としての在職状況及び職務内容

11 在職期l.lll 職務内容lilT願・官職 職務内容在職期間所)"･'I可職

自／を非ター年/xll / n
至／亀葬 も年 7)lヲリI-I

マい－t千パガ鋤\II f(1

筒身憎獅ネ泳擢 鯲人”混噂鯲人”混噂
百

a

年
年

ｌ
ｌ

ｌ
ｊ

１
１

'1

至

「
４

１
１

１
１

年
年

自
至

月
Ⅱ

II

l I

年
年

自
至

11

jj

E

ll

心-"'年 7 11 3(' ''職6 雌 |’

A可,参も 年 多月 ／’’7 再 就 職 ll

職#蝸哉'‘'ｬ'1再就職先の名称：

8 再就職先の名称及び連絡先 一

再就職先の連絡先



機密性2

9 再 就 職 先 の 業 務 内 容

10再就職先における地位

勃洲，涼
し

溺易裁刻〆剛亭
回無口有11求 職 の 承 認 の 有 無

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

螺口有

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

、

‐■記援助がなかった場合｝
(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意)
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。

ｎ



機密'122

(別紙様式第10）

管理職職員であった者が再就職した場合の届出

(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

’
般 高 裁 111 所 御!|'

’|［ 所

氏 名

‘通話番号

1,林 ’|’

哉判所職員臨II,ﾃ措置法において準用する旧家公務員法箱106条の2-l第2項の規定によI'j,
次のとおりIⅡけ川主す-。

な）］ （ふ レノ

氏

が -上・ 」－ ブ

(V）／こ勺

’|’

こばやI

'1， 体ヶ
「1

‘ノ ノ｜
ｰ fl 昭和 l0f｢.911 22 1 1ll |’

淡判l ilrW31 1.3 雛 職 ||､￥ の
1

1'， l幟

{T fll5年ll1121 11

l 離 職I1il 'ﾉ）求 職|IN "i ll

(口離職前ﾘ)求職|Ⅲl"fi l lがなかった1叶介）

5 離職前〔ﾉﾙkl倣開始||から離職||までリ' llll (r)I"iとしての在l倣状ﾙLﾉ史びl職務内容

幟拷|ﾉ1'存|ﾘrI島・'I-｣1,職

１１
‐

１
１

１１口
↓
１
１
馬

■
４
１
Ⅱ
夕

！
。
．
。
ｌ
も

Ｊ
』
Ｉ
Ｉ

Ｆ
ｌ
ｌ
ｌ
Ｉ

▼
Ｉ
Ｉ
Ｊ

ｒ

１
１

１
１

１
〔
Ｊ

１ｌ
ｌ

ｊ
Ｉ

ノ
ー

戸
○

ハわ．

ｉ
ｆ

話
▼
Ｊ
へ
ｖ
Ｊ

ノ
ー

ノ
ー

両
ｕ

苧
肥

水戸家I正雄判所

"11111『"l i汚'|｣1. (4fj:51!|)12)

1 ;務),,)’ |'務(ﾉ )統柄111

(）｜’

リ
〕

ｎ
、

ノ
ー

Ｊ
１

１
１

１
１

n

圭

１
１

１
１

II

II

| ｜

圭

ｌ
ｌ

ｆ
－

Ｆ
ｒ

ｌ
ｌ

ｆ
－

Ｆ
ｒ

１
１

１
１

１
１

１
１

H

至

H

至

１
１
１
１

fTf11 6年 711 3()||幟 ロ6 1鞭

眺 幟 hfll 6年 811 1117 111 |’

再就職先の名称：唄舟(簡易栽判所

811]冒就幟先の名称及び連絡りじ |』j-〉M_‘jIIⅨ~ﾉｰL｡Lノノ｣1当7111=『フー1コ

■P
－



機密性2

裁判事務（簡易裁判所）9 再 就 職 先 の 業 務 内 容

10再就職先における地位 簡易裁判所判事

図無無 口有11 求 職 の 承 認 の 有

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

回無口有

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

(|l上記援助がなかった場合）
’(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。

2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は, 離職前の求職開始日があった場合に記載すること

●



機密性2

(別紙様式第10）

管理職職員であった者が再就職した場合の届出

(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

最 高 裁 判 所 御中

住 所’

氏 名山内清香

電話番号｜

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定により，
次のとおり届け出ます。．

1 (ふ り が な）

氏 名

やまうち きよか

山 内 情 香

昭和41年10月20H2 生 年 月 日

3 帥 職 時 の 官 聯 裁判所書記官

令和5年l2)1 6H

4 離 職 前 の 求 職 開 始 日

(口離職前の求職開始｢lがなかった場合）

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

職務内容在職期間所属・官職

自令和5年12月6H

至令和6年7月301÷I

新潟家庭裁判所

首席書記官

部下職員の指導、監督部下職員の指導、監督

自
至

年
年

月

月

、

l 1

自
至

年
年

月

月

日
日

自
至

年
年

月
月

日

I1

職 令和6年7月30日6 雛 日

令和6年8月1日7 再 就 職 '1

再就職先の名称：東京簡易裁判所

8 再就職先の名称及び連絡先

就職先の連絡先顔『言 一 一



Ep

機密性2

裁判事務

簡易裁判所判事

9 再 就 職 先 の 業 務 内 容

10再就職先における地位

■無口有11求 職 の 承 認 の 有 無

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

■無口有

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

（■上記援助がなかった場合）

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

’

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。

●



機密性2

(別紙様式第10）

管理職職員であった者が再就職した場合の届出

(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

l
l
l

最 高 裁 判 所 御中

住 所

氏 名 坂 本 正 則

電話番号’ ’

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定により，
次のとおり届け出ます。

1 （ふ り が な）

氏 名

まさ のり）

正 則

(さか もと

坂 本

昭和40年8月18日2 生 年 月 日

3 雛 職 時 の 官 職 事務官(事務局長）

令服''5年11月21 11

4 離 職 前 の 求 職 開 始’1

(口離職前の求職|排|始Hがなかった場合）

5 離職前の求職開始日から離職Hまでの間の職員としての在職状況及び職務内容

在職期間 職務内容所属・官職

Ｊ

日
１

１
３

月
月

４
３

年
年

３
６

Ⅱ
ｎ

ｆ
ｆ

〈
わ
〈
ロ

自
至

知的財産高等裁判所

事務局長兼首席書記官
事務局事務､ 裁判事務全般

自 令和6年4月1日

至 令和7年7月31日

宇都宮家庭裁判所
事務局長

事務局事務全般

自
至

年
年

月

月

目
日

南
口
幸
士

南
口
幸
士

月
月

年
年

月
月

年
年

｜
員
日

｜
員
日

r可r可 １
Ｊ

「

k

幟 令和6年7月31日6 雛 日

7 再 就 職 日 令和6年8月1日

L 」再就職先の名称：東京簡易裁判所

再就職先の連絡先:’
8 再就職先の名称及び連絡先



機密性2

9 再 就 職 先 の 業 務 内 容 裁判業務

10 再就職先における地位 簡易裁判所判事

11求 職 の 承 ‘ 認 の 有 無 口有 田無

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

口有 阿無

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

（■上記援助がなかった場合）
（ふ り が な）

援助の内容
援助者の氏名又は名称

13

’ |’
(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

■I
(記載上の注意）

1 □のついた項目は該当する口の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は,､離職前の求職開始日があった場合に記載すること。

ｎ



聴 取 書

日 時：令和6年9月30日午後5時43分

当 方：東京地方裁判所人事課任用第二係 岸本 和也

相手方：東京簡易裁判所 坂本 正則

聴 取 内 容（要 点）

（相手方）

5欄の宇都宮家裁部分につき、「至 令和7年7月31日」とあるのは誤記

であり、「至 令和6年7月31日」が正しいです。

以 上



機密性2

(別紙様式第10)

管理職職員であった者が再就職した場合の届出

(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

’

最 高 裁 判 所 御中

’ ’
住 所

氏 名

電話番号

小 ｜;|< 座 志

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定により
次のとおり届け出ます。

1 （ふ り が な）

氏 名

(こぱやし ひろし）

小 林 広 志

2 生 年 }l IIg和39年5I125flH

3 雛 朧 時 の 官 職 刑事首席書記''11

令和5年1 1112811

（口離職前の求職開始|1がなかった場合）

4 離 職前 の 求 職 開 始「1

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

在職期間 職務内容所属・官職

冷
同
〆
韮

令和5年4j11「 ｜

令和6年7）1301=’

さいたま地方裁判所・

刑事首席書記官

刑事事件における書記官事務

の管理監督等

自
至

年
年

月

11

且

H

白
Ｈ
至

年
年

月
月

旧
Ⅱ

言 一

司

且
年

年

自

至

月
月

H

日 F

IL

職 令和6年7月30日6 離 目

L7 再 就 職 令和6年8月1fl目
ゴ

ー 一

再就職先の名称：東京簡易裁判所

8 再就職先の名称及び連絡先

再就職先の連絡先 「
Ｊ
Ｆ
Ｌ



機密性2

簡易裁判所管轄の裁判事務

簡易裁判所判事

9 再 就 職 先 の 業 務 内 容

10 再就職先における地位

■無口有無11 求 職 の 承 認 の 有

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の ■無口有

援助の有無

2項第3号に規定13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

(■上記援助がなかった場合）

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する口の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。

一 ｎ▼



機密性2

(別紙様式第4）

管理職職員であった者が再就職した場合の届出

(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

最 高 裁 判 所 御中

住所｜
氏 名 沓水一隆

電話番号｜
裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定により，

次のとおり届け出ます。

1 (ふ り が な）

氏 名
沓水 --隆（くつみずかずたか）

昭和39年7月28H2 生 年 月 貝

3 雛 職 時 の 官 幟 事務局長

令和5年1 111

4 離 職 前 の 求 職 開 始 日

(口離職前の求職開始日がなかった場合）

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

職務内容所属・官職 在職期間

令和元年 8月 1日

令矛116 年 3月3111

自
至 司法行政事務司法行政事務宇都宮地方裁判所事務局長

令和6年 4月 1H

令和6年 7月30日

｛目
至 司法行政事務司法行政事務さいたま地方裁判所事務局長

自
至

fに
1

年

月

月

日
日
二 r三r三

P
年 月 日至

Ｆ
Ｅ
ｒ
ｌ
ｌr

I

L

自
至

年
年

月
月

日
日

令和6年7月30日幟6 雛 日

匡 一 一
令和6年8月1日7 再 就 職 日

再就職先の名称：東京簡易裁判所

8 再就職先の

再就職先の連絡先



機密性2

裁判事務

簡易裁判所判事

9 再 就 職 先 の 業 務 内 容

10 再就職先にお ける地位

口有 ■無11 求 職 の 承 認 の 有 無

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

■無口有

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

（酢記援助がなかった場合）

（ふ り が な）
援助の内容

援助者の氏名又は名称

13

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について離職前の求職開始日から離職日までの間の職員とし．
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。

「
Ｊ

Ｆ
Ｌ



聴 取 書

日 時：令和6年10月10日午後3時5分

当 方：東京高等裁判所人事課管理係 本間 裕子

相手方：宇都宮地方裁判所総務課人事第一係 橋本 渓

聴 取 内 容（要 点）

（相手方）

沓水氏から当庁に簡裁判事の推薦希望書が提出されたのは、令和5年11月

17日です。

I目以



機裕性2

(別紙様式第10）

管理職職員であった者が再就職した場合の届出

(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

最 高 裁 判 所 御中

住所｜
氏 名 渡 辺 征 徳

電話番号

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定によ
り，次のとおり届け出ます。

1 （ふ り が な）

氏 名

(わたなく まさのり）

渡 辺 征 徳

2 生 年
日

月
昭和39年4月30日

横浜地方裁判所事務局長3 雛 職 時 の 官 職

令和5年11月27日

4 離 職 前 の 求 職 開 始 日

(口離職前の求職開始日がなかった場合）

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

在職期間 職務内容所属・官職

尚
日
季
エ

令和5年11月

令和6年7 月

面
旦

画
旦

ワ
］
、
．

７
０横浜地方裁判所事務局長 事務局事務

年
年

月
月

目

至

日
日

F1

F
I

Ｆ
Ｌ

年

年

自

至

月
月

日
日

１
Ｊ占
回
奉
土

年
年

月
月

■
且

画
里

L 』6 離 令和6年7月31日職 H

7 再 就 職 令和6年8月1日'1

再就職先の名称：東京簡易裁判所

8 再就職先の名称及び連絡先

’再就職先の連絡先r可



機密性2

裁判事務
一一一

簡易裁判所判事

9 再 就 職 先 の 業 務 内 容

10再就職先における地位

口無因有無11 求 職 の 承 認 の 有

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の 図無口有

援助の有無

2項第3号に規定13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

q■上記援助がなかった場合）

’’
(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 口のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2－離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。

●



聴 取 書

日 時

当 方

相手方

令和6年9月30日午後4時55分

東京地方裁判所人事課任用第二係 岸本

東京簡易裁判所民事2室 渡辺 征徳

聴 取 内 容（要

和也

点）

(相手方）

1 5欄と6欄の離職日の相違について、7月30日まで在職期間であり、離職

日は翌日と誤認したため、翌日を記載したものです。

6欄の離職日は、7月30日と補正します。

11欄について、内定通知を受けたことが承認であると誤認したものです。

11欄は「無」と補正いたします。

以 上

2



機密性2

(別紙様式第10)

管理職職員であった者が再就職した場合の届出

(裁半l1所職員臨時措置法において準用寺I-る国家公務員法第106条の24第2項関連）

’ ’
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機密性2

裁判業務9 門 就 職 先（ノノ業 務 内 容

1（）再就職 先に お｜ナる地位 簡易裁判所卜ll*

v) fI W 口有 図仰11》k 職 ’/） 承

刃
Ｌ

一
口
ロ
四
・
Ｆ

12裁判ﾉﾘT職員臨時措涜仏において準川するIEI家公務員法第1()
6条の2第2噸第3号に規定する%ll縦による離職隣の就職恢’
援助の有艇

口狗 因皿

13裁判所職員臨時措置法において準川する|叫家公i難1世第1 ()6条(ﾉ)2 "2項第3弓に規定
す~ろ組織による離職後の就職(/)援助以外L')離職俊(/)就職v)援助

(l ltiiU援助が/億かつた場合）

’
(､ぅ、 り が 左）

援助者の氏名又は名称
援助ひ)Iﾉ1春

(記枝上の注意）
1 □のついた項目は該当す~る□の'|'にし点を記入す-ること

2 離職前の求職開始||から離職I1までの間の職員としての在職〃
は，離職前の求職|淵始Hがあった場fTに記救す~ろこと‐

祝及び職務内容について

①



機密性2

(別紙様式第1()）

管理職職員であった者が再就職した場合の届出

(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

最 高 裁 判 所 御中

住 所｜
氏 名 中 村｜場 史

電話番号｜
裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定によ
り，次のとおり届け出ます。

1 （ふ り が な）

氏 名

なかむら

中 村

ようじ

陽 史

2 生 年 月 昭和 39年 12月 28H日

3 離 職 時 の 官 職 首席書記官

合和 （う年 4月 26日

（口離職前の求職開始日がなかった場合）

4 離l職 前{ﾉ）求 職 開 始 日

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

所属・官職 在職期間 職務内容

最高裁判所第三小法廷

首席書記官

白
口
幸
王

令和4年8月 1日

令和6年7月3（)日
裁判事汚

自
至

年
年

月

月

日
日

年
年

汽
日
》
主

圓
月

”
■

画
臣

■ ‐.』
二 －－－

年
年

月
月

瞳
昌

■
里

目
至

令和 6年 7月 30日幟6 離 日

令和 6年 8月 1日7 再 就 職
ロ

里

再就職先の名称： 東京簡易裁判所

8 再就職先の名称及び連絡先

’ 一’再就職先の連絡先
r 可



|川慥密性2

9 再 就 職 先 の 業 務 内 容 裁判事務

簡易裁判所判事lO再就職先 における地位

11 求 職 の 承 の 有 無 口有 図無認

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

口有 図無

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

I|上記援助がなかった場合）
(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。

L 』

ｎ▼
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機密性2

(別紙様式第10)

管理職職員であった者が再就職した場合の届出
(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

最 高 裁 判 所 御中

’住 所■■■
氏 名後藤 尚樹

電話番号

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定により，
次のとおり届け出ます。

1 （ふ り が な）

氏 名

ごとう

後藤
なおき

尚樹

2 生 年 月 昭和39年5月15日

｜■■一

最高裁事務総局審議官（裁判所事務官）3 離 職 時 の 官 職

令和6年4月19日

4 離 職 前 の 求 職 開 始 日

(口離職前の求職開始日がなかった場合）

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

所属・官職 在職期間 職務内容

日
日

９
０

１
３

月
月

４
７

年
年

６
６

和
和

〈
ロ
〈
祠

自
至最高裁判所事務総局審議官 司法行政事務の総括整理

白
口
奉
エ

年
年

月
月

面
■
一
面
■
一

自
至

年
年

月
月

日
日

自
至

年
年

月
月

日
日

令和6年7月3()日職6 離

｜■■一

7 再 就 職 日 令和6年8月1日

再就職先の名称：東京簡易裁判所

8 再就職先の名称及び連絡先
再就職先の連絡先



機密性2

簡易裁判所の裁判事務9 再 就 職 先 の 業 務 内 容

簡易裁判所判事10 再就職先 にお ける 地位

口有 ■無無11求 職 の 承 認 の 有

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

■無口有

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

（■上記援助がなかった場合）

’(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。



機密性2

(別紙様式第10）

管理職職員であった者が再就職した場合の届出

(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

｜

’

裁 判 所 御中最 高

’住 所

氏 名 森本 益

電話番号｜
裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定により，

次のとおり届け出ます。

1 （ふ り が な）

氏 名

（もりもと すすむ）
森本 益 一

昭和40年2月11日2 生 年 月 日

千葉地方裁判所事務局長3 離 職 時 の 官 職

令和5年11月24日

(口離職前の求職開始日がなかった場合）
4 離 職 前 の 求 職 開 始 日

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

職務内容在職期間所属・官職

司法行政事務

白
目
幸
エ

令和5年11月24日

令和6年7月30日

千葉地方裁判所

事務局長

自
至

年
年

月
月

日
日

自
至

年
年

月
月

日
日

自
至

年
年

月
月

目
二
円
［

令和6年7月30日職6 離

■
■
一

令和6年8月1日7 再 就 職 日

再就職先の名称：東京簡易裁判所

8 再就職先の名称及び連絡先

再就職先の連絡先



機密性2

裁判事務

簡易裁判所判事

9 再 就 職 先 の 業 務 内 容

10再就職先における地位

■無11 求 職 の 承 認 の 有 無

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

口有

口有 ■無

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

（■上記援助がなかった場合）

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 口のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。

2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。



管理職職員であった者が再就職した場合の
(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

’
最 高 裁 判 所 御中

住所’
氏 名 澤 田 佳 幸

電話番号

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定により，次
のとおり届け出ます。

1 （ふ り が な）

氏 名

さわだよしゆき

澤 田 佳 幸

｜
|

’2 生 年 月 日

高松高裁刑事首席書記官3 離 職 時 の 官 職

年 月 日

（■離職前の求職開始日がなかった場合）
4 離 職前 の 求 職 開 始日

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

職務内容在職期間所属・官職

自
至

年
年

月
月

日
日

月
月

自
至

年
年

■

■
一

日

自
至

年
年

月
月

｜
■
■
』
盲
■
一

年
年

自
至

月
月

日
日

令和6年3月31日職6 離

面
■
一

令和6年10月1日

再就職先の名称：徳島家庭裁判所

再就職先の連絡先:’

7 再 就 職 日

8 再就職先の名称及び連絡先



■無

ｒ
ｌ

無 口有

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106
条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の援助
の有無

口有 ■無

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定す
る組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

(ﾛ止記援助がなかった場合）

’
(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 口のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。

尾 再 就 職 先 の 業 務 内 容

10再就職先における地位

国家公務

家事調停委員



機密性2

(別紙様式第10）

管理職職員であった者が再就職した場合の届出

(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

最 高 裁 判 所 御中

’住 所

氏 名 井 上 浩

電話番号｜
裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定により、

次のとおり届け出ます。

1 （ふ り が な）

氏 名

ひろし

浩

一返上

吻
井

ｖ

’2 生 年 月 目

大阪地方裁判所刑事首席書記官3 離 職 時 の 官 職

年 月 日

（■離職前の求職開始日がなかった場合）
4 離 職 前 の 求 職 開 始 日

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

職務内容在職期間所属・官職

自
至

年
年

月
月

日
日

該当なし

自
至

年
年

月
月

日
日

自
至

年
年

月
月

□
ロ
ー
｜
■
■
一

自
至

年
年

月
月

日
日

令和5年3月31日

令和6年10月1日

再就職先の名称： 大津地方裁判所

再就職先の連絡先：’

6 離 職

｜■■一

7 再 就 職 日

8 再就職先の名称及び連絡先

’



機密性2

｜’9 再 就 職 先 の 業 務 内 容

裁判所書記官10 再就職先における地位

11求 職 の 承 認 の 有 無 ■無口有

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

口有 ■無

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

il上記援助がなかった場合）
(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）

1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は、離職前の求職開始日があった場合に記載すること。



●
2

管理職職員であった者が再就職した場合の届出
(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

機密性2

’
最 高 裁 半ll 所 御中

住 所

氏 名

電話番号．

裁判所職員臨ll寺措置法において準用するぼ|家公務員法第1 ()6条の2-l第2項の規定に」
I〕、次のとおI")届け出ます-･

な）

や
．
ｉ

当
〃

（ふ り

lt シ，
1－イ

’‘） 叶
一 U

Ｉ

Ｊ
Ｉ

｢I |’

参}勝､暇式栽芙 l fI『吟着序議寵／

！
．
△
■
ｑ
４

ｒ
ｌ
ｌ
少

尹

一
目ｊ

ノ宮
Ｉ

肺
Ⅲ
Ⅲ
Ⅲ

●
１
４
Ｖ
、

上
唖
ｎ
Ｈ

ｌｌ・
１
心
中
ｈ
Ｊ

ｈ
甲
皇
設

ｉ
Ｌ
ウ
ー
Ｉ

１
Ｊ

年 ll 1l

（回航lli i( |1il ir) >k1l洲洲Willがなかった塒合）

」 離 職 前’/ ）求 職 州 始｜’

3 離職前Iﾉ'ﾉk職開始｢|から帥11MI|まで17j lill '7燗負として,ハ住臘牝1''dﾉtびIﾄili:jfi'14#

lil｢属・'白.llil IIiII(湾内存〃l倣山l lllj

H
一丁

室三

１
１

１
１

ヶ
Ｉ

ｆ
，
Ｆ
１

ll

[l

二
《
二

１
１

ｊ
ｒ
’

Ｊ
Ｄ
Ｌ

１
１

|｜

|I

１
Ｆ

１
市
三

り
１

ｌ
ｌ

ｌ
ｌ

'’

|-1

１
－
２

Ｆ
ト

ヲ
壬

句
印

ｌ
ｌ

ｌ
ｌ

日
日

［
日
→
手

IIWil 6fl
ノペ． ､

/弓､-キロ
ノ ー ‐ ,

311n 剛

、
「

ロ|］

f /DI] /||幾口 と牛 ／刺
』 ｰ

I胤7 円 |I

再就職先の名'1':：，劃6榊痂 誘底 ‘ﾉFLT
H 阿枇賄い'亡(ﾉ）↑と1称及び辿絡',lE

l') !itIJIil ',IL (ハi也絡先

」



機密性2

9 再 就 職 先 の 業 務 内 容 国手律溌

時=参尋調ｨ需一負10再就職先における地位

口有 田無11求 職 の 承 認 の 有 無

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

回無口有

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

■記援助がなかった場合）
（ふ り が な）

援助の内容
援助者の氏名又は名称

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。



マバ

機密性2

(別紙様式第10）

管理職職員であった者が再就職した場合の届出

(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

最 高 裁 判 所 御中

住 所

氏 名

電話番号

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定によ
り，次のとおり届け出ます。

（

1 （ふ り が な）

氏 名

2 生

年
日 月

’

蝿請瀧鵬記'急3 雛 職 時 の 官 職

年 月 日

（雌f職前の求職開始日がなかった場合）
4 離 職 前 の 求 職 開 始 日

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

所属・官職 在職期間 職務内容

自
至

年
年

月

月

日
日（

自
至

年
年

月
月

｜
目
一
一
ｇ
一

自
至

年
年

月
月

画
里

盲
旦

白
口
率
エ

年 月

年 月

■

、
一

日

今和6年 3月j/B6 雛 職

旨
一

｜日冷fp6年IO月7 再 就 職

口
旦

ﾈし'隈嫁迄為#訂1町再就職先の名称

8 再就職先の名称及び連絡先

再就職先の連絡先

L』



f‐ マ

機密性2
～

海調停9 再 就 職 先 の 業 務 内 容

10再就職先における地位 家畢調停等員
鱗11求 職 の 承 認 の 有 無 口有

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

回無口有

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

（■記援助がなかった場合）
1

1

1

’

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容援助の内容

（

(記載上の注意）

1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。

2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。

（



●
機密性2

（別紙様式第10）

管理職職員であった者が再就職した場合の届出

（裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

最 高 裁 判 所 御中

住 所

氏 名

電話番号

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定により，
次のとおり届け出ます。

1 （ふ り が な）

氏 名
’

2 生 年 月
ﾛ■

'二

急孵強制単'罰尋|等首馬暑記官3 離 職 時 の 官 職

年 月 日

(M離職前の求職開始日がなかった場合）
4 離 職 前 の 求 職 開 始 日

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

職務内容在職期間所属・官職

自
至

年
年

月
月

｜
■
■
二
百
■
一

自
至

年
年

月
月

日
日

自
至

年
年

月
月

日
ﾛ■

■
I■■■

自
至

年
年

月
月

面
里

百
厘

峨りよ年 3月31日職6 離

■■一

/§か6年 /O月 /6日7 再 就 職 日

再就職先の名称：綺艫土う宏人式ﾐﾔか議診辛務訂
8 再就職先の名称及び連絡先

’再就職先の連絡先



機密性2

綺政署士叢諮え細力9 再 就 職 先 の 業 務 内 容

縦挙薗10再就職先における地位

田無無11 求 職 の 承 認 の 有 口有

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

田無口有

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

IL記援助がなかった場合）
(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する口の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。



機密性2

●(別紙様式第10）

管理職職員であった者が再就職した場合の届出

(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

’

最 高 裁 判 所 御中

住 所

氏 名

電話番号

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定により，
次のとおり届け出ます。

1 （ふ り が な）

氏 名

おく だ

奥 田

ひろし

裕
’

’2 生 年 月 日

3 離 職 時 の 官 職 広島家庭裁判所 家事首席書記官

年 月 日

(Z離職前の求職開始日がなかった場合）
4 離 職 前 の 求 職 開 始 日

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

在職期間所属・官職 職務内容

自
至

年
年

月
月

画
屋

門
口

自
至

年
年

月
月

白
申
一
百
口
一

自
至

年
年

月
月

日
日

自
至

年
年

月
月

日
日

令和 5 年 3 月 31 日職6 離

四
国

令和 6 年 11 月 1 日7 再 就 職 日

再就職先の名称： 公益財団法人交通事故紛争処理センター

8 再就職先の名称及び連絡先

再就職先の連絡先

』

Ｐ
Ⅱ
１
日



機密性2

9 再 就 職 先 の 業 務 内 容 交通事故による紛争に関する無償の法律相談、和解斡旋等

広島支部 事務局付担当部長10再就職先における地位

11求 職 の 承 認 の 有 無 口有 画無

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

口有 同無

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定す
る組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

『 ｌ
叩
川
‐

ｌ

‐

‐

Ｉ
‐
Ｉ

Ｉ

■上記援助がなかった場合）

援助の内容！
(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

’

(記載上の注意）
1 口のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。

2



●
機密性2

（別紙様式第10) ‐

…- ‐… 管理職職員であった者が再就職した場合の

（裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

P

最 高 ~裁 判 所 御中一

住 所｜

氏 名

電話番号

岸 浪 宏 治

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定により，
次のとおり届け出ます｡ ” … ‐ ‐

1 （ふ り が な）

氏 名

きしなみこうiじ
岸 浪 宏 治

2生

年
日 月

| ？！
3 離 職 時 の 官 職 福島地方裁判所 民事首席書記官

年 月 日

（因離職前の求職開始日がなかった場合）

4 離 職 前 の 求 職 開 始日

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

所属・官職 在職期間 職務内容

自
至

年
年

月
月

｜
■
里

画
里

自
至

年
年

月
月

面
■
一
画
■
一

自
至

年
年

月
月

日
日

自
至

自
至

年
年

年
年

月
月

月
月

日
日

日
日

6 雛 令和6年3月31日職

画
■
一

7 再 就 職 日 令和6年10月1日

再就職先の名称：仙台家庭裁判所

8 再就職先の名称及び連絡先

再就職先の連絡先

’



機密性2

－

9 再 就 職 先 の 業 務 内 容

10再就職先における地位

国家公務

家事調停委員

図無口有11求 職 の 承 認 の 有 無

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の 田無口有

援助の有無

の2第2項第3号に規定13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

■上記援助がなかった場合）

援助の内容
Lq

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
はう離職前の求職開始日があった場合に記載すること｡ ,

ｲ

1

1

1
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機密性2

私稀‘コン7．ﾗｲｱﾝｽ且･･労穏§11ｲ糖f読‘二剛7”罐学務9 再 就 職 先 の 業 務 内 容

10 再就職先にお ける地位 了続裟託箔
IDﾛｸ

田f無口有11求 職 の 承 認 の 有 無

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

画無口有

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

（■上記援助がなかった場合）

F農卿暫:鴎捲笠腫籍;' 囑…。援助の内容

(記載上の注意）
1 口のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。

●、



機密性2

(別紙様式第10）

管理職職員であった者が再就職した場合の届出
(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

口
最 高 裁 判 所 御中

住 所

氏 名 川 村 隆

電話番号｜
裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定により，

次のとおり届け出ます。

1 （ふ り が な）

氏 名

かわむら

lll ･村

し
隆

ミ

カ宏椙

2 生 年 月

面
■
一

3 離 職 時 の 官 職 次席家庭裁判所調査官

年 月 日

（図離職前の求職開始日がなかった場合）

4 離 職 前 の 求 職 開 始 日

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

所属・官職 在職期間 職務内容

自
至

年
年

月
月

｜
■
■
』
面
■
一

自
至

年
年

月
月

面
里

面
昌

自
至

年
年

月
月

日
日

自
至

年
年

月
月

｜
■
■
一
一
■
■
。

職6 離 令和 6 年 3 月 31 日

■
■
一

7 再 就 職 令和 7 年 1 月 6 日

■■一

再就職先の名称：神戸家庭裁判所尼崎支部

8 再就職先の名称及び連絡先

再就職先の連絡先



機密性2

調査事務

R家庭裁判所調査官）

9 再 就 職 先 の 業 務 内 容

10再就職先における地位

図無口有11求 職 の 承 認 の 有 無

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

口有 田無

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

（■上記援助がなかった場合）

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。

2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。



●
機密性2

（別紙様式第10)

管理職職員であった者が再就職した場合の届出
（裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

’
最 高 裁 判 所 御中

住 所

氏 名

電話番号

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第1
のとおり届け出ます。

’
庄 子 洋

’ ’
06条の24第2項の規定により，次

1 （ふ り が な）

氏 名

しょうじ ひろし

庄 子 洋

｜

|

’
2 生 年 月 日

仙台地方裁判所第3民事部裁判所書記官
（盛岡地方裁判所民事首席書記官）

3 雛 職 時 の 官 職

令和 6年 6月 7日

（口離職前の求職開始日がなかった場合）
4 離 職 前 の 求 職 開 始日

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

職務内容在職期間所属・官職

仙台地方裁判所第3民事部

裁判所書記官

自 令和6年6月 7日

至 令和6年7月31日

民事訴訟事件に関する記録の
作成，法廷立会い

自
至

年
年

月
月

｜
■
■
二
一
■
■
』

自
至

年
年

月
月

｜
■
■
二
｜
■
■
二

自
至

年
年

月
月

日
日

令和 6年 7月31日6 雛 職

画
■
卓

令和 7年 1月 1日7 再 就 職 日

再就職先の名称：公益財団法人交通事故紛争処理センター

8 再就職先の名称及び連絡先

’
再就職先の連絡先：



機密性2

9 再 就 職 先 の 業 務 内 容 交通事故の紛争解決のための相談，和解斡旋，審査

仙台支部事務局付担当部長10再就職先における地位

口有無 図無11求 職 の 承 認 の 有

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106
条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の援助
の有無

口有 国無

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定す
る組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

(||上記援助がなかった場合）

|

’

(ふ り が な）
I

援助者の氏名又は名称
援助の内容援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。



機密性2

(別紙様式第10）

管理職職員であった者が再就職した場合の届出

(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

最 高 裁 判 所 御中

住 所｜
氏 名 平 田 輝 美

電話番号｜
裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定により，次

のとおり届け出ます。

1 （ふ り が な）

氏 名

(ひらた てるみ）

平 田 輝 美

2 生 年 月

目

次席家庭裁判所調査官3 離 職 時 の 官 職

年 月 日

(図離職前の求職開始日がなかった場合）

4 離 職 前 の 求 職 開 始 日

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

職務内容所属・官職 在職期間

ロ
ロ
奉
工

年
年

月
月

｜
■
■
一
盲
■
一

酉
口
奉
エ

年
年

月
月

■
■
一
一
■
■
一

自
至

月
月

年
年

■
里

百
厘

自
至

年
年

月
月

■

■
一

日

令和6年3月31日職6 離

一
■
里

7 再 就 職 日 令和7年2月1日

再就職先の名称：千葉家庭裁判所

8 再就職先の名称及び連絡先

’11再就職先の連絡先



機密性2

裁判事務9 再 就 職 先 の 業 務 内 容

｜ ’10 再就職先における地位 (家庭裁判所調査官）

11 求 職 の 承 口有の 有 無 国無認

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の

援助の有無
口有 日無

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定す
る組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

■上記援助がなかった場合）

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。

2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。



機密性2

(別紙様式第10）

管理職職員であった者が再就職した場合の届出

(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

’

最 高 裁 判 所 御中

住 所

氏 名 長江 淳司

電話番号｜

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定によ
り，次のとおり届け出ます。

ながえ じゅんじ

長 江 淳 司

1 （ふ り が な）

氏 名

年
日 月2 生

民事首席書記官3 離 職 時 の 官 職

年 月 日

（■離職前の求職開始日がなかった場合）
4 離 職 前 の 求 職 開 始 日

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

職務内容在職期間所属・官職

｛
日
一
主

年
年

月
月

■
里

盲
里

自
至

年
年

月
月

日
日

年
年

自
至

月
月

日
日

年
年

自
至

月
月

｜
■
■
二
面
■
一

日
日

１
１

恥
明

３
１

年
年

６
６

和
和

〈祠
〈祠

職6 離

画
■
一

7 再 就 職 日

再就職先の名称：名古屋地方裁判所

再就職先の連絡先:’
8 再就職先の名称及び連絡先



機密性2

書記官業務9 再 就 職 先 の 業 務 内 容

裁判所書記官10 再就職先における地位

■無無 口有11求 職 の 承 認 の 有

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

口有 ■無

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

（■上記援助がなかった場合）

援助の内容
(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。

2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。



機密性2

(別紙様式第10）

管理職職員であった者が再就職した場合の届出

(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項関連）

’
最 高 裁 判 所 御中

住 所’
氏 名 谷口哲文

｜

’
電話番号

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定により，
次のとおり届け出ます。

1 （ふ り が な）

氏 名

たにく、ち

谷 口

てつふみ

哲 文

’2 生 年 月 日

民事首席書記官3 離 職 時 の 官 職

年 月 日

（■離職前の求職開始日がなかった場合）
4 離 職 前 の 求 職 開 始 日

5 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容

在職期間 職務内容所属・官職

自
至

年
年

月
月

■
■
一
面
■
一

自
至

年
年

月
月

日
日

自
至

年
年

月
月

｜
■
■
一
百
■
一

自
至

年
年

月
月

｜
■
■
一
面
■
一

令和6年3月31日6 離 職

｜■■一

令和6年10月1日7 再 就 職 日

再就職先の名称：名古屋地方裁判所一宮支部

8 再就職先の名称及び連絡先

再就職先の連絡先:’



機密性2

裁判所書記官事務9 再 就 職 先 の 業 務 内 容

裁判所書記官10 再就職先にお ける 地位

無 口有 ■無11求 職 の 承 認 の 有

12裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

口有 ■無

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

（■上記援助がなかった場合）
（ふ り が な）

援助の内容
援助者の氏名又は名称

13

援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容について
は，離職前の求職開始日があった場合に記載すること。


